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本書の内容を本来の目的以外に使用することや、当社の許可なくして
複製・転載することはご遠慮ください。

東京電力ホールディングス株式会社

～ 柏崎会場･刈羽会場にお越しの皆さまへ ～
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＜ 目 次 ＞

＊地域の皆さまのご関心やご不安に、できるだけお答えしていきたいとの考えから、本冊子の
質問事項は、日々のコミュニケーションの中でいただくことの多いお尋ねをもとに構成しました。
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IDカード不正使用等の問題はもう起こらないの？
核物質防護の対策は本当に大丈夫なの？
トラブルやミスが多いけど、原子力発電所を運営する
適格性はあるの？
トラブルが起きた際は、隠さず･速やかに公表してほしい。
未経験の運転員ばかりで運転できるの？
能登半島地震が起きたけど、発電所は大丈夫なの？
事故が起こったとき、被ばくは大丈夫なの？
再稼働に向けて何の課題が残っているの？
ミサイルが撃ち込まれたり、テロが起きても大丈夫なの？
住民にはリスクばかりで、メリットがないのでは？
原子力が無くても電気はまかなえているのに、再稼働する
必要はあるの？
核のゴミは処分できるの？決まっていない中で本当に
運転するの？
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柏崎刈羽原子力発電所では、IDカードの不正使用等の問題を決して起こさないよう、
また、核物質を適切に防護できるよう、設備と運用の両面から、警備の精度を上げるため
の改善活動を進めてきました。
また、警備に関する現場の気づきを積極的に共有して迅速に見直す、といった取り組みを
発電所全体で進めるとともに、それらに緩みが生じないようにチェックするため、社長直属の
組織（モニタリング室）を設置しました。
こうした改善の取り組みを原子力規制委員会に評価いただき、2021年４月に受領した
「発電所内の核燃料を動かしてはいけない」とする命令は、2023年12月に解除されました。
今後も、自律的かつ持続的な改善の取り組みを進めてまいります。

Ｑ１．IDカード不正使用等の問題はもう起こらないの？
核物質防護の対策は本当に大丈夫なの？
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●設備面での取り組み（設備の強化）

青字：実施済または実施中
緑字：2025年度末目途に実施

●運用面での取り組み

●核物質防護とは？
原子力発電所への悪意を持つ者の侵入や妨害・破壊行為などを防ぎ、核燃料物質の盗取や
悪用を防ぐための取り組みになります。

継続的な意識づけ
発電所長と協力企業の方々との
核物質防護に関する対話会

荒天による警報の多発を想定した
監視体制強化の実動訓練



玉木 竜介 新潟綜合警備保障 柏崎刈羽原子力警備支社 副支社長

発電所で働く人たちの警備に協力しようという機運が高まってきたと感じて
います。私たちも、東京電力社員と一緒に警備を改善していこうという雰囲気に
なっています。

堀川 健 柏崎刈羽原子力発電所 セキュリティ管理部長（発電所の核防護管理責任者）

発電所で働く一人ひとりに至るまで、警備の目的をふまえた取り組みを伝え、理解
いただく活動は、まだ十分とは言い切れません。引き続き教育や対話を継続し、
警備の改善に取り組んでいきます。

ほりかわ たけし

たまき りゅうすけ

～警備業務を担う協力企業社員・発電所員の声～
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主な課題 課題に対する改善状況

強風や大雪、ゴミの
飛来等により侵入
検知器の誤警報が
多発し、監視体制に
支障をきたしていた。
誤警報を減らして
警備の精度を上げる
必要。

気象環境に適した型の侵入検知器へ
交換しました。
荒天により警報が多発する場合は、監視
要員を増員する等、監視体制を強化
しました。

2023年1～3月の誤警報の発生数は、
2018年1～3月と比べて87％減少し
ました。
荒天時の対応について訓練を通じて
課題の抽出と改善を継続しています。

発電所で働くすべて
の人が、現場での
気づきを放置せず、
積極的に共有し、
改善につなげることが
必要。

協力企業の方々含め、現場での気づき
の共有・改善を通じて、仕事をより良く
していくことについて、啓発および理解
浸透を図りました。

協力企業の方々を含めた発電所全体
の気づきの共有数が増加しました。

改善の取り組みを
一過性のものとせず、
継続して実施する
必要。

社長直属の組織として設置したモニタリ
ング室が、発電所員や協力企業の方々
の行動を観察・分析することで、取り組みに
緩みが生じていないかチェックしています。

●核物質防護の改善例

【長期の誤警報発生削減状況】

社長による現場確認

87%減少

誤
警
報
発
生
数

2018年
1月－12月

2023年
1月～

冬期：12～2月

冬期以外：3～11月

～

1～3月

1～3月

【気づきの共有数 推移（当社社員／協力企業）】

2018年1～3月
⇒2023年1~3月

2023年度1Q：誤警報に関する気づきが
大半を占めていた

2023年度2Q：誤警報多発に対して対策
を進めたことで気づきが減少



発電所では「自ら課題や気づきを発見・改善する取り組み※」を展開してきました。協力
企業の方々含め、発電所で働く全員が日々の現場や業務における「気づき」を共有し、
問題の特定・是正活動につなげており、この取り組みにより、発電所運営に影響のある
トラブルの件数は減少しています。
一方で、至近でも人為的なミスが発生しております。トラブルやミスは起こりうるという前提
に立ち、リスクへの感度を高め、改善の取り組みを継続していくことで、大きなトラブルに
発展させない、同じミスを繰り返さないよう努めていきます。
なお、原子力規制委員会からは2023年12月に「発電所を運営する技術的能力がない
とする理由はない」と確認いただいています。

Ｑ２．トラブルやミスが多いけど、原子力発電所を運営する
適格性はあるの？

●自ら課題や気づきを発見・改善する取り組み

0

20

40

●発電所運営に影響のあるトラブル
(件)

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取り組みの本格展開を
スタートした2018年度

から、減少

気づきの報告

ボルト
の緩み

01

「気づき」を
早期に報告！

評価02
放置すると○○

というリスクがある

他にも同様の
事象が起きるの

では？

問題の特定03

何故発生
したのか？

他の号機にも同様
の事象があるかも

アクション
(是正活動)

修理
＆

水平展開
他号機にも
ボルト緩み
を発見！

同様事象や
重大事故を
未然防止！

04

キャップ コレクティブ アクション プログラム
※是正処置プログラム＝CAP（Corrective Action Program)
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更なる気づきへ



当社は、2002年、原子力発電所の自主点検・補修作業について不適切な取扱いを行っ
ていたことに対する再発防止策として、「公表基準」※1を策定し、以降、核物質防護に関わ
る事案を除くすべての不適合※2を公表しています。
核物質防護に関わる不適合は、悪意を持った者が同様な事案を発生させる可能性がある
ため、従来は原則非公表でしたが、2021年に発覚したIDカード不正使用の事案を機に、
より一層の透明性を確保するため、「核物質防護に関わる公表基準」を定めました。
今後も「公表基準」に則って、正確かつ迅速に、そして分かりやすく公表していきます。

Ｑ３．トラブルが起きた際は、隠さず・速やかに公表してほしい。

●不適合の公表

【公表のスピード（例）】
2024年1月1日に発生した能登半島地震の場合

公表事案の
発見

1/19 4/13
2023年1月19日に発生した未許可スマートフォン持込事案（核物質防護事案）の場合

是正対策
安全性の確認

【公表方法】

ホームページ 所長会見

※核物質防護事案は、是正対策を行い、防護上の安全性を確認した段階でお知らせしているため、発生から
公表までに時間がかかる場合もありますが、対策完了後、速やかに公表しています。

1/1 16:25

公表

1/1 16:10

地震発生

当社ホームページへの掲載等でお知らせするとともに、記者会見(月2回)や「柏崎刈羽原子力発電所の透明性
を確保する地域の会」等でご説明しています。

事実確認・公表
に関する会議

自治体等
へ通報

事実確認・公表
に関する会議
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自治体等
へ連絡

プレスリリース

※1 「公表基準」…災害・設備故障・トラブル等の内容や重要度に応じて公表するタイミング等を定めたもの
例えば、火災の発生等の場合は、夜間・休祭日を問わず、速やかに公表

※2 「不適合」 …本来あるべき状態や本来行うべき行為と異なる状態



柏崎刈羽原子力発電所は約12年停止しており、運転経験がない運転員は約35％※

です。 ※6・7号機に限定すると約50％
このため、実際の中央制御室を模擬したシミュレータ施設で操作等に関する訓練を実施
するとともに、稼働している他社の原子力発電所や共通する設備の多い火力発電所で、
動いている設備の匂い・音・温度等を直接感じ、プラント運営に必要な感覚や経験を
高めています。
また、若手運転員の力量向上のため、訓練や現場で作業をする際は、ベテランの運転員
が同行し、操作のアドバイスや失敗したときの危険性等を指導しています。
さらなる高みを目指し、日々訓練を重ねるとともに、何か気づきがあれば立ち止まることで、
安全最優先な発電所を実現します。

Ｑ４．未経験の運転員ばかりで運転できるの？

●稼働している他社の原子力発電所・火力発電所での様子

●若手運転員の指導の様子

小出 南 6・7号機運転員…設備の巡視・点検等の現場を対応
全ての機器に自ら対応できるよう学んでいきたいです。発電開始後は立ち入ることが
難しい場所もあるため、停止している今だからこそ、そうした機器等を直接見たり
触れたりする機会を大切に業務に取り組んでいます。

こいで みなみ

菅波 盛己 6・7号機当直長…6・7号機運転操作等に係る指揮・責任者
これまでの運転経験を踏まえた現場指導や技術継承による後進育成に取り組んで
います。運転時もベテラン運転員によるサポート体制を構築しています。

すがなみ せいき

～運転業務を担う社員の声～
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弁の点検 回転設備を聴診により点検 発電機設備の確認

中央制御室での操作指導 現場設備を用いたリスク確認 現場の巡視点検を指導



●中越沖地震後の耐震強化の取り組み

柏崎市・刈羽村では最大震度5強を観測しましたが、発電所では設備の異常や外部への
放射能の影響は確認されておりません※。なお、原子炉建屋最地下階の地震加速度は
最大87.1ガルと、中越沖地震(最大680ガル)や、現在想定している最大加速度(最大
873ガル)と比較しても大きく下回っています。
地震対策については、中越沖地震を受け、配管サポートの追加や、原子炉建屋屋根の
補強、排気筒・変圧器ケーブル部基礎の強化等を実施しています。
今後、能登半島地震から新たな知見があれば、その内容を踏まえ、さらなる安全性向上
を図っていきます。

Ｑ５．能登半島地震が起きたけど、発電所は大丈夫なの？

追加サポート

建屋内の配管等のサポート(支え)を
各号機1,400～3,000箇所追加

建屋の屋根を支える鉄骨構造に
補強用の鋼材を追加

●能登半島地震時の使用済燃料プールの状況

1号機 なし
2号機 約10Ｌ
3号機 約0.46Ｌ
4号機 約45Ｌ
5号機 なし
6号機 約600Ｌ
7号機 約4Ｌ

各号機使用済燃料プールの溢水量 ６号機 オペレーティングフロア（管理区域）

溢水した約600Lは、主に燃料取替機のレールの溝に滞留

今回の地震では、2,3,4,6,7 号機において、使用済燃料プールからの溢水が確認されましたが
止水対策により、オペレーティングフロア(管理区域)外への漏えいはありませんでした。また、燃料
プール及び燃料に影響はありませんでした。

約600L溢水した6号機であっても燃料プールの
水位変動は深さ約12mに対して数mm程度

変圧器

基礎

タービン
建屋

基礎

ケーブル

追加

ケーブル部を杭基礎化
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配管サポート等の追加・強化 原子炉建屋の屋根補強 変圧器ケーブル部基礎の強化

※2024年1月25日現在



福島第一原子力発電所の事故では、格納容器の健全性を保つことができなくなったため、
大量の放射性物質を放出してしまいました。このことを教訓とし、事故を起こさないよう既存
の安全対策設備を多重化、多様化する等、ハード･ソフト両面から対策を講じています。
対策の一つとして、原子炉等を冷やす既存の設備が使えなくなった場合に備えた冷却シス
テム（代替循環冷却系）を導入し、可能な限り放射性物質の放出を回避できるように
しました。
さらに、ベント※1を実施する場合に備えて、フィルタを介して格納容器内の気体を放出する
「フィルタベント設備」を設置し、大気中への放射性物質の放出を低減させます。
なお、万が一放射性物質が放出されるような事故が発生した場合は、PAZ※2では予防的
避難、UPZ※3では屋内退避が有効となります。発電所からは事故の状況を正確・迅速に、
分かりやすく発信しますので、自治体・ TV ・ラジオ等からの情報を踏まえ、状況にあった
避難行動をとっていただくことになります。

Ｑ６．事故が起こったとき、被ばくは大丈夫なの？

● 導入した冷却システム（代替循環冷却系）の概要

格納容器スプレイ

原子炉注水

格納容器
下部注水

原子炉
格納容器

廃棄物処理建屋

復水貯蔵槽

復水移送ポンプ

格納容器圧力で
サプレッション
プール水を送水

通常の除熱配管

代替熱交換器

熱交換器残留熱除去系
ポンプ

新設配管

原子炉
圧力
容器

使えない
場合

使えない場合

※1  燃料が入っている原子炉を格納する容器内の圧力を下げるためにガスを放出すること
※2 PAZ：原子力施設から概ね半径5km圏内（Precautionary Action Zone：予防的防護措置を準備する区域）
※3 UPZ：原子力施設から概ね半径5km～30km圏内（Urgent Protective action planning Zone：緊急防護

措置を準備する区域）
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原子炉等を冷やす既存の設備が使えなくなった場合は、新たに設置した配管や可動式の代替
熱交換器車等により格納容器内の水を継続的に循環させ、格納容器内の圧力と温度を下げ
ます。



92％低減

81％低減

55%低減

100%

● 「フィルタベント設備」の概要

フ
ィ
ル
タ
装
置

・ガスが水中を通過する過程で粒子状放射性物質ならびに
放射性無機よう素を捕集

・スクラバノズルでガスを勢いよく噴射し、気泡を細かくして、
効率良く放射性物質を捕集

放射性有機よう素を
吸着・捕集

セシウム等、粒子状
放射性物質を捕集

フィルタ装置

ベントガス入口
（格納容器から）

ベントガス出口
（排気へ）

よう素フィルタ

● 屋内退避の効果

屋内退避のイメージ 屋内退避の効果（建物別）

木造建屋

陽圧化鉄筋コンクリート建屋

鉄筋コンクリート建屋

屋外

内閣府の資料では、屋内退避した場合には屋外滞在時に比べ、
木造建屋55％、鉄筋コンクリート建屋81％、陽圧化鉄筋コンク
リート建屋92％の被ばく量低減効果が示されております。

原子力
発電所

風等の影響で拡散

ご自宅や公民館・体育館等
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フィルタベント設備を介して、放出された放射性物質の大部分は放射性希ガスで構成され、
大気中に拡散し、短期間で消滅します。UPZでは放射性希ガスがお住まいの地域を通過
するまで屋内退避を実施します。屋内退避は、放射線の遮蔽によって外部被ばくを防ぐ効果
と放射性物質からの隔離によって内部被ばくを防ぐ効果があります。

セシウム等、粒子状放射性物質ならびに放射性無機
よう素を99.9％以上、放射性有機よう素を98％以上
取り除きます。



柏崎刈羽原子力発電所の再稼働は、地域の皆さまからのご理解があってのことだと考えて
おります。
その上で、発電所では、目指すべき姿として、「核物質防護」「安全対策工事・主要設備の
健全性確認」「緊急時等の対応能力」「コミュニケーション」の４つの柱を掲げています。
それぞれ取り組みを進める中、実績も積みあがってきました。
今後の対応については、一つひとつ着実に進め、何か気づきあれば立ち止まり、第三者の
ご意見も踏まえながら、安全最優先に対応していきます。その状況については、引き続き、
地域の皆さまにお伝えしていきます。

Ｑ７．再稼働に向けて何の課題が残っているの？

４つの柱 これまでの取り組み・実績の一例 今後の対応

①

核物質防護
事案の各改善
措置項目の

効果が十分に
発揮できている

こと

・設備と運用の両面から、警備精度を上げ改善活動を推進
・改善の取り組みを原子力規制委員会に評価いただき、「発電所内の
核燃料を動かしてはいけない」とする命令は、2023年12月に解除
⇒Ｑ1参照

自律的な改善の
取り組みの継続

②

安全対策工事
の完遂と、主要
設備の機能が
十分に発揮
できること

・工事未完了を踏まえた総点検の実施と未完了箇所を含む安全対策
工事の施工実施

・燃料装荷前の使用前事業者検査の一巡
・燃料装荷前の主要設備の健全性確認と不具合箇所の対策

燃料装荷と
燃料装荷後の
設備の

健全性確認

③ 緊急時等の
対応能力が

十分であること

・予めシナリオが知らされない全体訓練（160回以上）、消防との合同
訓練（年2回）

・運転員の力量向上訓練（シミュレータ＋現場複合訓練等 年35回/人）
現場の感触を体感するための運転中の火力・原子力発電所における
実機体感訓練（38回）実施 ⇒Ｑ4参照

・上記を取り組む中、2022年度の原子力事業者防災訓練における
原子力規制庁評価は14項目すべてにおいて最高評価（A評価）

重大事故を
想定した各種訓練

の実施

④

発電所で働く
全ての人々が
円滑にコミュニ
ケーションを

図っていること

・あいさつ運動、褒める仕組み（サンクスカード）の展開
・協力企業の朝礼参加や各種対話活動、協力企業とのイベント実施
・本社機能移転による発電所と本社との現地・現物での議論
・地域共生活動等を通じた、地域の皆さまの声・想いの業務への反映
・「自ら課題や気づきを発見・改善する取り組み」の定着 ⇒Ｑ2参照

発電所の取り組み
の目的や課題を、
発電所で働く人々
に届くようにしていく
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・大規模損壊訓練
・シーケンス訓練
・本社や規制庁との連携
訓練



●使用前事業者検査の状況 – 4つの柱②

●コミュニケーションの取り組みの一例 – 4つの柱④

• 燃料装荷は、発電所の安全性を高めるために行う原子炉の健全性を確認する検査の中で必要なプロセスです。
例えば「制御棒を動かす設備の検査（スクラム検査）」 は燃料を炉心に装荷した状態で行う必要があります。

• 検査を進める中で、懸念事項や課題があれば立ち止まり、きちんとした状態であることを確認しながら進めていきます。
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参考：
7号機の検査実施件数/検査件数
（2023年12月28日時点）

※検査件数は、消耗品の交換等を
行うことにより再検査が生じ、
変更となる可能性有

原子炉起動
（制御棒引き抜き）

② 原子炉起動前までに行う検査

③ 営業運転開始前までに行う検査
燃料装荷

① 燃料装荷前までに行う検査 ①460/460件

②13/19件
燃料装荷後に行う検査は6件
（燃料の配置確認やスクラム検査等）

③0/3件
すべて原子炉の起動後に行う検査
（蒸気で動く機器や設備の検査）

【凡例】
：使用前事業者検査 一巡
：当社による使用前確認変更申請
：規制庁による使用前確認

田辺 親 新潟環境サービス株式会社 柏崎事業所 所長
毎朝の「あいさつ運動」を弊社でも取り入れ、褒める仕組みの構築と感謝の輪を
広げたいという思いから「サンクスカード」の運用も進めています。

水谷 良亮 所長補佐 （元中部電力浜岡原子力総合事務所長）
発電所内の声掛け、会話量が多くなり、職場の活性化や問題解決に向けた議論
が徐々に増加していると感じています。

たなべ ちかし

みずたに りょうすけ

～コミュニケーションに関する協力企業社員・当社社員の声～

あいさつ運動の展開 所長によるブログ発信

協力企業の朝礼への参加

協力企業とのイベントの開催

サンクスカードの贈呈
（褒める仕組みの構築）

現在

災害事例への協力企業との
合同検討会



万が一、ミサイルが撃ち込まれる等の軍事攻撃を受けた場合、当社だけで発電所の安全性
を確保することは難しいと考えており、国に防衛・外交の観点から対処策を講じていただき
ます。
発電所としては、重要設備は堅固な原子炉建屋や原子炉格納容器内に設置している他、
可搬型設備の配備等、新規制基準に基づいた対策を整備しています。
また、テロ攻撃を想定して警察庁および海上保安庁とも連携し、不審者の侵入防止や
警戒等の措置を常時講じています。加えて、警察や消防のOB等の外部人材を積極的に
登用し、その知見を改善につなげる等、対応力向上に努めています。

Ｑ８．ミサイルが撃ち込まれたり、テロが起きても大丈夫なの？

●可搬型設備の配備

田辺 昌敏 元柏崎市消防署長
42年間柏崎市消防署に勤務し、柏崎市消防署長を定年退職後、2022年4月より発電所に勤務
発電所の自衛消防隊へ、前職の経験を活かし実災害に応じた実技指導を行い、
発電所から火災を発生させないよう全力を尽くしています。

中村 昭 元糸魚川警察署長
42年間新潟県警察官として勤務し、糸魚川警察署長を定年退職後、2021年4月より発電所に勤務
県内警察と発電所のコミュニケーションの架け橋となり、発電所警備等に知見
を展開することで、発電所の安全性向上に努めています。

電源車 代替熱交換設備消防車（ポンプ車）

意図的な航空機衝突等により原子炉を安全に保つための電源や注水機能が失われた場合
でも、バックアップ出来るよう電源車や消防車等の可搬型設備を配備し、緊急時に動かせる
よう日々訓練を行っています。

たなべ まさとし

なかむら あきら

放水訓練の様子

～豊かな外部の経験をもつ社員の声～
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●発電所の登録従業員数

柏崎刈羽原子力発電所は、国のエネルギー政策への貢献・産業振興等を目的に地元
から誘致いただき建設しました。現在では、東京電力の社員や協力企業の方を合わせ、
約5,600名の従業員が働いております。
そのうち約6割が柏崎市・刈羽村在住（約8割が新潟県内在住）であり、地元をはじめ
とした新潟県内の方々に支えられ運営しています。

（単位：人／2023年8月1日時点）

Ｑ９．住民にはリスクばかりで、メリットがないのでは？

柏崎市・刈羽村 その他新潟県内 新潟県外 企業ごとの合計

東京電力 社員 894 148 115 1,157
協力企業 社員 2,486 981 947 4,414
地域別の合計 3,380 1,129 1,062 ［全体合計］

5,571
発電所における

全従業員に占める割合 60％ 20％ 20％

●発電所の従業員の分布（東京電力社員と協力企業社員の合算）

凡 例

1000人以上*

501人～1000人

101人～500人

1人～100人
＊柏崎市・刈羽村は合算のうえ着色

出所：新潟県統計課「新潟県市町村一覧」より
東京電力ホールディングス（株）にて着色
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エネルギー自給率が約11％と資源に恵まれない日本においては、安全性を大前提とし、
自給率、経済効率性、環境適合性を同時達成すべく取り組むことをエネルギー政策の
基本に掲げています。
そうした中、日本の電源構成では、化石燃料を使用する火力発電所への高い依存度が
継続しています。一方、太陽光や風力等の再生可能エネルギーは、発電時にCO2を
排出しませんが、気象・天候に発電出力が左右される等、各電源にはメリットとデメリット
があり、バランスよく組み合わせていく必要があります。
原子力発電は、気象・天候によらず安定的な発電出力を確保できること、燃料資源の
供給元が世界中に分散していることから燃料調達のリスクの低減を図ることが可能です。
当社は、カーボンニュートラル達成を目指すためにも、安全性の確保を大前提として原子力
は必要であると考えています。

Ｑ１０．原子力が無くても電気はまかなえているのに、
再稼働する必要はあるの？

●日本の電源構成の推移と2030年度の電源構成

（出所）2023.12.18 総合資源エネルギー調査会 基本政策分科会（第54回会合）資料
※総合エネルギー統計（2022年度速報値）を基に資源エネルギー庁作成

第6次エネルギー
基本計画

2030年度ミックス
（野心的な見通し）
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原子力発電所では、放射性廃棄物が発生します。例えば、身につける防護服や手袋等も
放射性廃棄物となります。また、これらの中で最も放射能レベルが高いのが、発電で使い
終わった使用済燃料です。
使用済燃料は95～97％が再利用できる※１ため、廃棄物の量を減らす観点からも、
ウランやプルトニウム等を取り出し、残った廃液をステンレス製の容器に流し込んでガラス
固化体として固めます。これが高レベル放射性廃棄物です。
日本では、ガラス固化体を地下300メートル以深の、安定した地層に処分する方針で
あり、地層処分が最適であるとの認識は国際的に共有されています。フィンランドでは
世界初の最終処分場を建設中で、日本では北海道の寿都町と神恵内村で文献調査
を実施中です。
処分地の選定にあたっては、最終処分事業の実施主体である原子力発電環境整備機構
（NUMO）が、最終処分法※２に基づき、調査を行います。
当社としても、高レベル放射性廃棄物の発生者として、NUMOの支援や理解活動に取り
組んでいきます。

Ｑ１１．核のゴミは処分できるの？
決まっていない中で本当に運転するの？

（出所）原子力発電環境整備機構ホームページ

●地層処分の概要
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※１再処理によって分離されたプルトニウムとウランを混ぜて、現在の原子力発電所で使用することを
「プルサーマル」といいます。

※２特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律



＜ メ モ ＞


